別添様式１
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：消防指導費
	事業名:救急搬送体制強化事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
知事直轄　危機管理部門　消防課　消防担当　電話番号：058-272-1111（内2472）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：8,865千円（前年度予算額：0千円）

	要求内容


	１　要求の内容


・県が策定した「地域医療再生計画」に基づき、医療・消防の連携による救急・災害医療体制の充実を図るための施策を地域医療再生基金（地域医療再生臨時交付金）を活用して実施する。
　　○課題「救急・災害医療体制の課題」
　　　・救急救命士は、県内で必要とする人数に達していないことから、人材確保策を講じる必要がある。
　　　・救急救命士に求められる救急救命処置の技術が高度化しているため、研修等によるスキルアップ等が必要な状況になっている。

　　　・救急救命士だけでなく、救急搬送に携わる救急隊職員、二次救急医療機関で従事する医師などでも、業務を遂行する上で必要となる外傷状況の観察・重症度の判断などの技術の取得が必要な状況になっている。

　　　・救急救命士の資質の向上のためには、消防職員の教育機関である消防学校による講習等が必要となるが、教育に必要な資機材が十分備わっていない、又は設備の老朽化により現場の実態に即した講習が出来ない状況にある。

　　○目標「救急・災害医療体制の目標」
　　　　～医療・消防の連携による救急・災害医療体制の充実

　　　・救急救命士を始めとする救急業務に携わる人材の質の向上による救急搬送業務体制の強化

	■救急隊が重症以上の傷病者の全搬送に関して医療機関に受入れの照会を行った回数が４回以上を要した割合（平成22年中0.63％）を減少

■救命救急士の乗務率が100％（県内平均乗務率82.7％、平成22年度）となるよう消防本部における救急救命士の養成・確保を支援

■平成22年10月の心肺蘇生に関するガイドラインの改訂（ガイドライン2010）による救急隊員の救命活動の見直しに沿ったプロトコールの伝達と講習を実施

■統一的に教育訓練を実施することで、厚生労働省が中心となって検討されている救急救命士の処置範囲の拡大に対応し、病院救護前体制のより一層の充実や県内の全救急隊員の資質を底上げ


　　○具体的な施策「医療・消防の連携による救急・災害医療体制の充実」
　　　■救急医療に従事する人材の育成・確保

　　　　・心肺蘇生の手順を定めたガイドラインの改訂に伴い、現任救急隊員及び救急科専科教育学生に対して講習を実施

　　　　・救急救命士を含む救急隊員の知識と技術の維持・向上を目的とした教育訓練の実施

　　　　・医学的観点からの救急搬送活動の検証

　　　　・各分野の専門医療関係者による最新の医学的知識、技術に関するスキルアップ講習会の開催

　　　　　①ガイドライン2010プロトコール伝達講習事業（平成23～25年度事業）

　　　　　　　1,681千円（全額地域医療再生基金）

　　　　　②救命救急士を含む救急隊員の教育訓練事業（平成24、25年度事業）

　　　　　　10,264千円（全額地域医療再生基金）

　　　　　③救急搬送活動検証事業（平成24、25年度事業）

　　　　　　　4,292千円（全額地域医療再生基金）

　　　　　④救命救急士スキルアップ講習事業（平成24、25年度事業）

　　　　　　　2,400千円（全額地域医療再生基金）

　　　■県消防学校教育訓練資機材の整備
　　　　・救急隊員の養成、教育に必要な資機材を整備し、教育訓練の環境を整える。

　　　　　⑤県消防学校訓練資機材整備事業（平成25年度事業）

　　　　　　　33,097千円（うち県費16,549千円）

	２　所要経費


○総事業費　　 51,734千円（平成23～25年度）
・平成23年度　　 907千円（全額地域医療再生基金（12月補正））
・平成24年度　 8,865千円（全額地域医療再生基金）
・平成25年度　41,962千円（県費16,549千円、地域医療再生基金25,413千円）

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　２　地域医療の体制と医師・看護職員を確保する
　　・地域医療連携体制を構築する
	２　これまでの取組状況


・これまで、医療機関、消防機関、関係機関の長年の対話と相互協力により築き上げてきた救急搬送体制によって、概ね円滑な傷病者の搬送及び受入れが実施されてきた。
・傷病者の搬送及び受入れの実施基準の策定、運用を開始した。（平成22年度）
	３　これまでの取組に対する評価


　・地域医療再生計画は、県内の医療関係者、大学、経済界、自治体関係者、医療を受ける側の代表等による「岐阜県地域医療対策協議会」において協議のうえ策定。

　・並行して、県医師会等関係団体と個別に協議。

　・県ホームページ等で、計画（案）に対する意見募集を実施。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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